













































































































史的分析』（日本経済評論社，1998 年 2 月）。「職員層失業対策の歴史的特質―小額給料生活者失業救済事業の意
















































これに対して 1924 年の暮れから 25 年の正月にかけて行政機関が即事的な対応をしなければならな
くなり，日雇労働者に就労機会を与える小規模な措置がとられました。内務省がこれに対して補助
金を支出することを認めて，6大都市で冬季に限定した事業として失業救済事業を実施することが
























けという原則が維持された第一期（1925 ～ 28 年度），事業実施地域・実施時期の制限がなくなっ
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て全国・全時期に事業が可能になった第二期（1929 ～ 31 年度），高橋財政の下で一般公共事業が
































































1925 3,495 1,495 808 24,417 42.8 33.1
1926 3,446 1,612 847 29,971 46.8 28.3
1927 3,109 1,449 751 25,331 46.6 29.6
1928 2,491 1,120 598 33,740 45.0 17.7
1929 5,530 2,313 1,268 40,115 41.8 31.6
1930 23,110 8,650 4,897 68,595 37.4 71.4
1931 65,380 25,129 21,364 139,886 38.4 152.7
1932 63,791 19,854 13,207 171,489 31.1 77.0
1933 47,637 14,342 10,504 151,062 30.1 69.5
1934 30,068 8,117 6,105 101,658 27.0 60.1
1935 22,366 6,517 4,854 96,451 29.1 50.3
1936 22,338 6,757 4,727 51,286 30.2 92.2
1937 11,768 3,855 2,584 37,190 32.8 69.5




























1925 15,667 1,369 8.7
1926 12,701 1,475 11.6
1927 8,379 1,687 20.1
1928 19,160 10,496 54.8
大阪市
1925 3,484 1,030 29.6
1926 7,530 4,017 53.3
1927 4,642 1,970 42.4
1928 1,488 317 21.3
その他
とも計
1925 24,417 2,920 12.0
1926 29,971 8,230 27.5
1927 25,331 8,452 33.4
1928 33,740 18,675 55.3
出典：事業調節委員会『自大正十四年度至昭和三年度失業救済事業概要』（1930 年刊）より作成。
　第一は，登録者のなかで朝鮮人渡航者の比重が急増したという予期せざる事実です。表 2は登録
人員に占める朝鮮人登録者の比率を示していますが，東京市では 1925 年の 8.7％が 4 年後の 1928
年には 54.8％になっていますし，それ以前から朝鮮人渡航者の多かった大阪市では 1925 年の
29.6％が翌年にはすぐに 53.3％になってしまい，1928 年度から登録者数の抑制策をとることを余儀
なくされました。6大都市全体では 4年間に朝鮮人登録者の比重が 12.0％から 55.3％まで高まって
いることがわかります。

















































































































所『社会科学研究』58 巻 1 号，2006 年 9 月），「現代日本における失業対策の圧縮とその歴史的背景」（『歴史と経





　1921 ～ 22 年のワシントン会議で軍縮が決定し，造船業の仕事が大幅に減少することになったた
め，官民の造船工場では首切りをせざるをえなくなりましたし，行政整理によって官庁職員の削減
もなされています。これに対しては両者を対象とした「特別賜金に関する勅令」（1922 年 11 月）
が出されるとともに，新設期の職業紹介所が特別態勢をとって造船業の解雇者に限定して全国の機
械工場等への就職紹介を行っています。野党であった憲政会はこうした流れに乗って失業保険法案






の対象者，④その他について対比してみましょう。表 3では日給が 2円，1年は日給 300 日分とい
う仮定をおいて支給額・支給日数を算出してあります。
　まず憲政会の失業保険法案では，①保険料は国・雇用主・本人が同額ずつ払い，本人負担分は賃
金の 1.5％以内，②支給日額は従前賃金の 1/2 から 2/3 の間で勅令で定め（表 3では 1/2 として計

























　経済雑誌の『エコノミスト』が 1930 年 7 月に発表した構想は，失業保険は決して負担の大きな
制度ではないことを示して制度化への世論を高めようと意図したものです。その仕組みは，①本人
の保険料は男は 1日 5銭（日給 2円の労働者にとっては賃金の 2.5％に相当），女は 4銭で国・雇用
主が同額を払う，②受給の権利は加入後 25 週間を超え，就業前 1年間に 20 週以上就業した者に与
えられ，支給期間は一律で 120 日，支給金額は男は 1日 70 銭，女は 50 銭で配偶者・家族手当を加
表 3　失業保険の諸構想の支払い保険料と給付金の関係（日給 2円，1年に日給 300 日受領の場合）
加入期間
支払い保険料累計額 給付上限
本人 全体 日数 金額
憲政会
（1922 年）
1年未満 3銭×日数 9銭×日数 1年 300 円
1 年 9 円 27 円 1 年 300 円
10 年 90 円 270 円 1 年 300 円
20 年 180 円 540 円 1 年 300 円
森田良雄
（1925 年）
6か月未満 4銭×日数 12 銭×日数 無し 無し
6か月 6円 18 円 10 日 20 円
1 年 12 円 36 円 20 日 40 円
3 年 36 円 108 円 68 日 136 円
5 年 60 円 180 円 140 日 280 円
10 年 120 円 360 円 320 日 640 円
20 年 240 日 720 日 800 日 1,600 円
エコノミスト誌
（1930 年）
25 週未満 5銭×日数 15 銭×日数 無し 無し
25 週 7.5 円 22.5 円 120 日 略 120 円
1 年 15 円 45 円 120 日 略 120 円
10 年 150 円 450 円 120 日 略 120 円





1年未満 1円×月数 2円×月数 無し 無し
1年 12 円 24 円 25 日 25 円
2 年 24 円 48 円 40 日 40 円
3 年 36 円 72 円 60 日 60 円
4 年 48 円 96 円 80 日 80 円
5 年 60 円 120 円 100 日 100 円
6 年 72 円 144 円 120 日 120 円
7 年 84 円 168 円 140 日 140 円
8 年 96 円 192 円 160 日 160 円
9 年 108 円 216 円 180 日 180 円
10 年以上 120 円 240 円 200 日 200 円
注：それぞれの数字の根拠となる保険料，給付条件等は本文を参照のこと。
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通りでした。①保険料は本人が 1か月 1 円，70 銭，50 銭のどれかを選び，雇用主も同額を払う，

























1933 575 4,512 563
1934 888 6,900 1,528
1935 752 6,392 3,602
1937 396 3,882 8,104
1938 245 2,407 4,255
　注：加入者数は原表の「加入者延人員」（各月の合計）を 12 で除して 1か月平均を算出した。













































1925 年 10 月 1 日の国勢調査の際に全国 24 か所だけで実施された「失業統計調査」であり，二つ










（加瀬和俊監修・解題『戦前期失業統計集成』全 7巻のうちの第 1巻，1997 年 5 月。各収録資料の性格・特徴につ
いては各巻の冒頭に「解題」として説明している）。「戦前日本の失業統計―『失業状況推定月報』の信憑性」
（『社会科学研究』48 巻 5 号，1997 年 3 月）。「戦後初期における失業統計の問題点―低失業率の根拠をめぐって」
（『帝京経済学研究』50 巻 1 号，2016 年 12 月）。
（５）　その代表的なものは「失業者生活状態調査」である。この統計は社会局が定めた統一的調査票にもとづいて 6
大都市が 1932 年 10 ～ 12 月に失業救済事業登録者を対象に実施した面接調査であり，その調査自体が俸給生活者
失業救済事業として実施された点でも失業対策史上，画期的意味を持つものである。加瀬和俊監修・解題『戦前期





































































0-14 歳 727 492 235 1 879 535 344 0
15-19 2,728 2,596 132 15 2,036 1,790 246 4
20-24 2,632 2,518 114 47 1,585 1,417 168 2
25-29 2,435 2,379 56 51 1,238 1,029 209 5
30-34 2,106 2,073 33 32 1,059 946 113 3
35-39 1,781 1,752 29 32 960 907 53 2
40-44 1,710 1,676 34 22 931 863 68 1
45-49 1,528 1,493 35 29 870 800 70 1
50-54 1,395 1,368 27 15 756 690 66 1
55-59 1,058 1,012 46 9 565 516 49 0
60- 1,583 1,463 120 14 744 619 125 0
合計 19,683 18,822 861 267 11,623 10,112 1,511 19






を出します。たとえば 20 ～ 24 歳の男子人口は 100 人で，そのうち 95 人が有業者だったとします。
するとその枠のところは 95％の人が働く必要がある（5％は働かなくても生活可能）と考えるわけ







が 10 年間不変であると仮定していることにはもちろん何の根拠もありません。1920 年の国勢調査




「実際職業人口」）は 25 ～ 49 歳の年齢階層については「実測失業者」とほぼ人数が合っていること




























































点は一致していませんが，日本では 1925 年，1930 年の 2つの失業統計はともに雇用機会を失った
者だけを失業者とする点で同じです。戦後はアメリカの 1940 年センサスにおける失業者の定義，
すなわち今日「労働力調査」方式として知られている調査方式が 1947 年に ILOの採用するところ
となり国際標準化します。日本は敗戦直後からGHQの指示の下にその国際標準に沿って失業率を
計測していますので，戦前と戦後の数字は全くつながりません。


















調査人口 14,816 5,735 7,439 1,642 11.1
失業者 1,077 176 244 657 61.0
失業率 7.3 3.1 3.3 40.0
横須賀市
調査人口 13,287 2,552 9,136 1,599 12.0
失業者 1,108 108 401 599 54.1
失業率 8.3 4.2 4.4 37.5
横浜市
調査人口 67,435 19,694 39,374 8,367 12.4
失業者 7,579 896 3,846 2,837 37.4





調査人口 12,630 3,654 7,688 1,288 10.2
失業者 283 100 117 66 23.3
失業率 2.2 2.7 1.5 5.1
札幌市
調査人口 20,495 8,573 9,656 2,266 11.1
失業者 757 419 239 99 13.1
失業率 3.7 4.9 2.5 4.4
金沢市
調査人口 17,237 6,592 8,251 2,394 13.9
失業者 407 206 135 66 16.2
失業率 2.4 3.1 1.6 2.8
　注：「調査人口」は雇用者と失業者の計であるから，ここでの「失業率」は「失業者÷（雇用者＋失業者）」である。






業率が極めて高い地域として，岡山市 40.0％，横須賀市 37.5％，横浜市 33.9％などがあります。一




　戦後の最初の失業統計である「人口調査」（1946 年 4 月 26 日調査）では「あなたは調査日から
30 日前の間，何日仕事をしましたか」と聞き，失業者とは「30 日間 1日も仕事がなかった人」と
されています。それ以降，1947 年の「臨時国勢調査」（1947 年 10 月 1 日）では調査日前の 10 日










平均的に仕事を得られるとした場合，参照日数が 1日であれば 50％，2日であれば 50％×50％で























　この場を借りて拙著『失業と救済の近代史』（吉川弘文館，2011 年 9 月）の冒頭の失業率に関するわかりにくく，








を 1925 年の「雇用者失業率」方式に変換する際に雇用者数として社会局労働部『労働時報』（1929 年 9 月）に掲載
されている「工場鉱山等労働者数調」の 483 万人に他産業の雇用者数を推計・追加して「約 600 万人」と明らかに過
少な数値を採用してしまったことである。国勢調査では 1920 年，1930 年ともに雇用者・自営就業者別の人数は調査




































られたら生き延びていく道がないという危機感が広がります。満州事変（1931 年 9 月），満州国の





























にわたって入営させる方式がとられました（陸軍では初めは 3年，1927 年以降は 2年。海軍では 3
（７）　本節の資料的根拠については「兵役と失業―昭和恐慌期における対応策の性格」（『社会科学研究』44 巻 3 号，







りませんでした。職業軍人とは異なって徴兵された者には賃金は支給されず 1930 年代でも 1か月
に 5円程度の小遣いが与えられるだけでしたから家に賃金を入れられないのはもちろん，逆に仕送
りをしてもらう者も少なくありませんでした。徴兵を終えて彼らが労働市場で職を探さなければな






養成されて 20 歳代半ばに熟練工になっていくという方式が定着している下で，20 歳時点でキャリ
アの中断されてしまった者を新たに雇用することは企業にとって賢い選択ではなかったのです。
　昭和恐慌期の制度についていえば，除隊兵は訓練した戦闘技術と忠誠思想を失わないために予備
役（陸軍では 5年 4 か月，海軍では 4年）とその後の後備役（陸軍では 10 年，海軍では 5年）に
順次編入され，その間は毎年簡閲点呼に召集されるとともに，勤務演習として 1年に 1回を限度と



































































うに思います。たとえば現時点では，自己都合退職で給付金が最高額になるのは 45 ～ 59 歳であ
り，その時の基本手当日額は 7775 円，加入期間 20 年以上で給付期間は上限 150 日ですから，満額
を受給しても 116 万円にしかなりません。この年齢の労働者の多くにとっては貯金によって十分ま
かなえる金額といえるでしょう。しかも保険料率が 0.8％（2000 年の水準）なら年収 700 万円の労
働者が 20 年間で払う掛け金は単純計算で 112 万円になりますから（700 万円×0.008×20 年），給
付金が掛け金累計額をわずかに 4万円上回るだけですし，21 年以上の勤続者にはマイナスになっ
てしまいます（2006 年時点の数値による計算は「現代日本における失業対策の圧縮とその歴史的
背景」で試みている。『歴史と経済』195 号，2007 年 4 月）。社会保険がこの程度の効果しか持たな
いのであれば，大企業の労働組合が制度の縮小に強い反対を唱えなくなるのは当然でしょう。つま
り，失業保険の水準が低下してくると相対的に恵まれた労働者層は制度の維持への関心を失い（場
合によってはその縮小・廃止を期待し），自身の預貯金と会社の雇用安定策（ないしは経営悪化の
際の再就職先の紹介など）に期待することになるのではないか，その意味で制度を維持するためと
いう名目で実施される給付の切り下げは制度の自殺行為になるのではないかと考えられます。
　こうした状況の下で，現実の雇用保険の失業給付の設計がどのような論理でなされてきたのか，
その意思決定でどのような要素が重視されているのかといった点について勉強し，今後の失業給付
制度のあり方について考えてみたいと思っています。
　第三に，失業統計の問題ですが，すでにお話ししました「労働力調査」方式による日雇労働者の
失業判定の方式によりますと，雇用者全体に占める日雇労働者の比重が高いほど失業率は過少に出
ることになるはずです。これをたとえば 1週間の日雇労働者の延求職者数に対する延就労者数の割
合を日雇労働者の失業率とするように統計を修正すれば，前日主義によって生じる大きなバイアス
も，「1週間に少しも働かない」条件による過少把握も避けることができるはずです。同時に，戦
後における日雇労働者の量的・質的な変化―屋外作業中心の日雇労働者が増加した敗戦直後期，
日雇労働者の常用化が進んだ経済成長期，非屋外作業型の日雇派遣が増加している今日といった変
化―が失業率にどう影響していたのかについても考えてみたいと思っています。
　長時間，ご清聴，有難うございました。（拍手）
 （かせ・かずとし　帝京大学経済学部教授／東京大学名誉教授）　
